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確
定
申
告
期
間（
２
月
18
日
〜
３
月
15
日
）

後
に
申
告
が
間
違
っ
て
い
た
こ
と
に
気
づ
き
、申

告
内
容
を
修
正
す
る
場
合
、税
額
な
ど
が
増

加
す
る
場
合
と
減
少
す
る
場
合
に
よ
って
手
続

き
が
異
な
り
ま
す
。

【
税
額
等
が
増
加
す
る
場
合（
修
正
申
告
）】

　

確
定
申
告
を
し
た
後
に
申
告
漏
れ
に
気
づ

い
た
場
合
な
ど
税
額
の
誤
り
を
自
発
的
に
是

正
す
る
た
め
の
申
告
を
修
正
申
告
と
い
い
ま
す
。

そ
の
申
告
に
つ
い
て
税
務
署
長
か
ら
更
正（
税

額
な
ど
の
誤
り
を
改
め
る
処
分
）が
あ
る
ま
で

は
、修
正
申
告
書
を
提
出
で
き
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
次
の
も
の
が
該
当
す
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

①
確
定
申
告
で
申
告
漏
れ
と
な
っ
て
い
た
所
得

が
あ
っ
て
納
付
す
べ
き
税
額
に
不
足
が
あ
る

場
合

②
記
載
し
た
純
損
失
な
ど
の
金
額
が
過
大
で

あ
る
場
合

③
記
載
し
た
還
付
金
の
額
に
相
当
す
る
税
額

が
過
大
で
あ
る
場
合

④
納
付
す
べ
き
税
額
を
記
載
し
な
か
っ
た
場
合

で
、そ
の
納
付
す
べ
き
税
額
が
あ
る
場
合　

　【
税
額
等
が
減
少
す
る
場
合（
更
正
の
請
求
）】

　

確
定
申
告
の
期
限
か
ら
５
年
以
内
に
限
り
、

申
告
の
訂
正
を
求
め
る
更
正
の
請
求
書
を
提

出
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。具
体
的
に
は
次
の

ケ
ー
ス
が
該
当
し
ま
す
。

①
記
載
し
た
課
税
標
準
や
税
額
な
ど
の
計
算

が
法
律
の
規
定
に
従
っ
て
い
な
か
っ
た
り
、計

算
間
違
い
を
し
て
い
た
た
め
、申
告
書
に
記

載
し
た
納
付
す
べ
き
税
額
が
過
大
で
あ
る

場
合

②
記
載
し
た
純
損
失
な
ど
の
記
載
が
過
小
で

あ
る
こ
と
、ま
た
は
金
額
を
記
載
し
な
か
っ

た
場
合

③
記
載
し
た
還
付
金
の
額
が
過
小
で
あ
る
こ

と
、ま
た
は
金
額
を
記
載
し
な
か
っ
た
場
合

　

な
お
、更
正
の
請
求
の
場
合
は
、書
類
の
提

出
に
よ
っ
て
、直
ち
に
税
額
が
変
更
さ
れ
る
わ

け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。内
容
の
審
査
に
よ
っ
て

更
正
す
べ
き
理
由
が
な
い
と
判
断
さ
れ
た
場

合
に
は
そ
の
旨
が
請
求
者
に
通
知
さ
れ
る
こ
と

と
な
って
い
ま
す
。

詳
し
く
は
伊
勢
崎
税
務
署
☎（
25
）４
０
４
５

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

町
・
県
民
税
が
源
泉
徴
収
さ
れ
た
上
場
株

式
等
の
配
当
等
や
譲
渡
所
得
等
に
つ
い
て
、所

得
税
と
異
な
る
課
税
方
式（
申
告
不
要
制
度
、

総
合
課
税
、申
告
分
離
課
税
）を
選
択
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。な
お
、申
告
不
要
制
度
を
選

択
し
な
い
場
合
、扶
養
控
除
の
適
用
や
、国
民

健
康
保
険
税
、介
護
保
険・後
期
高
齢
者
医
療

保
険
の
保
険
料
、各
種
給
付
判
定
等
に
影
響

す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

【
申
告
方
法
と
期
限
】

　

所
得
税
と
異
な
る
課
税
方
式
を
選
択
す
る

場
合
、当
該
年
度
の
納
税
通
知
書
が
送
達
さ

れ
る
日
ま
で
に
、「
町
民
税・県
民
税
申
告
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

確
定
申
告
後
に
修
正
す
る
方
法

（
税
務
署
に
提
出
）

　日本に住む20歳以上60歳未満の人は、全員が国
民年金に加入しなければなりません。
　20歳以上の学生も国民年金に加入することにな
っていますが、収入が一定額以下の学生について
は、申請して承認を受けることにより、保険料の
納付が猶予される『学生納付特例制度』があります。
　この制度は、家族の収入に関係なく、学生本人
の所得を基準として審査が行われます。ほとんど
の場合、学生本人に所得がないことから、大部分
の学生はこの制度に該当すると思われます。（一
部の学校はこの制度の対象になりません。）
　保険料の納付猶予を受けている期間中に万が一
の事故などで障害を負った場合には、障害基礎年
金を受けることができます。また、猶予を受けた
期間は年金を受けるための資格期間に算入されま
すが、老齢基礎年金額には反映しません。満額の
老齢基礎年金を受けるためには、10年以内に保険
料を納めること（追納）が必要です。

　承認期間は、平成31年４月から翌年３月までで
す。申請を希望する人は、本人の住所地の役場年
金担当窓口で手続きをしてください。（学生証の写
しまたは在学証明書と認印を持参してください。）
※申請時点から２年１カ月前までの期間について、
　さかのぼって学生納付特例を申請できます。希
　望する人はあわせてご相談ください。

　国民年金には、一括して保険料を納めると割引
になる「前納制度」があります。
　現金での納付を希望する人は「前納納付書」を使用
して、納付書の使用期限までに納めてください。１年分の
保険料を現金で前納すると、毎月納めた場合と比べて
３，５００円が割引に、６カ月分の保険料を現金で前納する
と、毎月納めた場合と比べて８００円が割引になります。
　前納の納付期限は４月末（４月末が休日・祝日
の場合は翌営業日）です。
問い合わせ先　
　前橋年金事務所　☎０２７－２３１－１７０６

平成31年度『学生納付特例制度』
の申請について
平成31年度『学生納付特例制度』
の申請について
平成31年度『学生納付特例制度』
の申請について

国民年金保険料は前納がお得です国民年金保険料は前納がお得です国民年金保険料は前納がお得です

上
場
株
式
等
の
配
当
等
お
よ
び
譲

渡
所
得
等
に
お
け
る
町
・
県
民
税

の
申
告
不
要
制
度
に
つ
い
て




